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東京都立大学発の次世代電池ベンチヤー、スリーダム (松村正大社長)。 狙うのは、移動

体の 1000/0電動化に向けた技術の開発だ。独自のセパレータ技術を用い、リチウムイオンニ次

電池の高性能化や、次世代電池の開発に向けた取り組みを進める。小型船舶の電動化に向け、

モデル船の建造計画も急ぐ。青木宏道副社長執行役員は「まずは小型船舶向けにフル電動化

のアプローチを進める。航続距離の長い内航船や外航船向けでは、できるだけ早急にC02フ

リーの燃料電池の舶用への実装を狙つていきたい」と語る。

窪薄事 rttΥ

導スタニ神ンソプ革

期 彗 来

■セパレータ技術に強み

―一 発足経緯をうかがいた

ヤヽ。
「2014年、当初はリチウムイオ

ン電池などの主要材料であるセパ

レータの開発を主として発足した。

東京都立大学が共同研究機関とな

つている。当社が有する電池関連

技術は、新エネルギー・産業技術

総合開発機構 (NEDO)が 有望

技術の実用化を後押しするために

設けたフェーズD(大規模実証研

究開発)に初めて採択された」

―一 次世代電池などの開発

状況は。

「3種類の次世代バッテリーを

開発中だ。難燃性材料を正極に混

ぜることで信頼性を向上させた第

2世代 リチウムイオン電池、負極

にリチウム金属を使いエネルギー

密度を大幅に引き上げた第 3世代

のリチウム金属電池、電解質に固

体電解質を用いて大幅な長寿命性

と信頼性向上を図つた第4世代の

固体電池だ。当社技術を用いた次

世代電池を年内に市場投入すべく

製造施設と協議を進めている。ま

た、米国子会社LAVLE(ラ ブジ)を

通じて、舶用など向けの新型エネ

ルギー貯蔵シス>ム (ESS)『プ

②次世代電池で船舶電動化
スリーダム、モデル船建造も

ロテウス』を開発済みだ」

「子会社のKaula(カ ウラ)は、

ブロックチェーン技術を活用して

顧客の電池の使い方とそれに伴 う

劣化度合いを予測・記録し、使用

履歴が明確で健全性が証明された

バッテリーのジサイクルユースを

促進する。船舶やEVで用いられ

たバッ>リ ーの二次利用は被災時

の予備電源や送電網がない地域の

オフグリンド電源として大きな需

要があると見込んでいるJ

―― 強みを持つ技術は。
「セパレータ技術だ。空孔部が

均―でエネルギー密度が高く、耐

熱性に優れるなどの特徴がある。

電池の充放電を繰り返すことで生

じ発火の原因となる『デンドライ

ト (樹枝状の金属結晶)』 の発生

を抑制することが可能。また、従来、

固体電池は固体電解質自体がセパ

レータの役割を果たすため、セパ

レータが不要とされてきたが、デ

ンドライト発生を回避出来ず、近

年はセパレータが必要との見方が

主流。そうなれば、この分野に強

みを持つ当社に優位性があるJ

■まずは小型船舶を電動化

一― 船舶への応用は。

「航続距離や船内スペースなど

の観点からすると、内航船と外航

船はバンテリ~を駆動源にするこ

とは難しいが、プレジャーボー ト

や水上交通船のような小型船舶は

可能性が大きい。2025年までの船

舶事業戦略として、まずは小型船

舶の電動化に向けた取り組みを急

ぐ。リチウムイオン電池の舶用展

開やモデル船の建造を早期に進

め、プラントフオ~ム化実現に向

けた実験場の形成も進める。今後、

燃料電池が普及すれば内航船、外

航船へのアプローチも可能となり、

その暁には小型船舶市場で培った

プラットフォーム機能を横展開し

ていきたい」
「小型船舶の電動化に向けては、

船主らが持つコス ト増等への懸

念、バッ冴リーの取り扱いに対す

る不安などの払拭が必要だ。一方、

タイで電動水上交通船の定期運航

が始まり、中国では電動船外機ス

ター トアップが17億円近くの資金

調達をするなど小型船舶市場が活

気づいており、国内にもその波が

押し寄せると考えているJ

「船舶の場合、航路や使い方、

運航スケジュールによって必要な

電力が変わってくるため、搭載す

るバンテリ~容量を簡単に決定で

きない。また、船舶への実搭載に

向けては、必要なバッタジー容量

や初期コストの規模感の提示が必

須だ。そこで現在、フェリーや水

上交通船などを対象に、最大船速、

運航領域などの運航プロファイル

の取得を進めている」

―― 電動化を促進するための

取り組みは。

「電動小型船の普及に向け、単

にバンテリ~な ど機器を販売する

のではなく、モデル船を当社で開

発 したい。それをもとに造船所に

提案 したり、当社のバッテリーを

搭載したりと、この分野をリー ド

していきたい。駆動に関する発電

機やモーター、配電盤といつた機

器に詳しい舶用メーカーと話を始

めている段階で国内造船所に相談

する」

■バイオメタノールの燃料電池も

―― 他に新たに取り組んでい

ることイま。 
イ

「当社CTO(最 高技術責任者 )

でもある東京都立大学の金村聖志

教授と共同で摂氏200度程度の中

温で作動する燃料電池を開発中。

電解膜にはスリーダムのセパレー

タ技術を応用している。取扱が容

易なメタノールを改質して水素を

取り出し発電するが、高効率ユつ

触媒であるプラチナの使用量を大

幅に削減できる。水素キャリアと

して使用するメタノールもLCA
(ラ イフサイクルアセスメント)の

観点からバイオ原料から生成する

バイオメタノールの使用を考えて

いる。イネ科の植物や トウモロコ

シの実の部分は食糧や飼料に利用

し、葉や茎等の残澄からバイオメ

タノールを製造する実証プラント

が長崎にある。この残澄利用のカ

スケー ドにより食とエネルギーの

バンフ
~イ

ングを避け、目指すのは

食糧、環境、エネルギー問題の解

決。塩害地や砂漠化などでC02
を吸着できない土地を緑化し、バ

イオメタノールを生成して、移動

体のエネルギーなどに活用 した

い。発展途上国に産業と雇用を生

み、そこで吸着した二酸化炭素を

基にしたカーボン・クレジットを

日本に持ち込むことも視野に入れ

る」

【スリーダム】

'>設

立 :2014年 2月
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社 :ネ申奈川県横浜市

》従業員数 :約 180人

(資本準

船員の権利をリスト化
饉 ECSA/ETF、 ワクチンの優先接種など

欧州共同体船主協会 (ECSA) 「キーワーカー」という言葉は国に

と欧州運輸労連 (ETF)は21日 、  よって意味が異なるとし、船員が

コロナ禍での船員のキーワーカー  どの場所でも特定の権利を享受で

指定に関する共同声明を発表 し  きるよう、加盟国に「移動制限を

た。「キーワーカー」という言葉に  設けないこと」、「乗船するために

は普遍的な定義がないことを踏ま  移動してきた船員の検疫を免除す

え、検疫の免除やワクチンの優先  ること」、「船員が優先的に検査を

接種など、船員が享受すべき権利  受けることができるようにするこ

を 7つ の項目にリスト化 し、加盟  とJ、
「船員が陸上の福祉施設にア

国にこれらの権利を保障するよう  クセスできることJ、
「船員を優先

訴えた。         ―   的に予防接種の対象にすること」、

ECSAと ETFは共同声明の  「職を得られない船員が経済支援

中で、現在多くの国が船員をキー  を利用できるようにすること」な

ヮーカーに指定しているが、この  どの対応を行 うよう求めた。ワク

チン接種に関しては、加盟国は船

主や労働組合と協力して、海上に

いる船員が可能な限り早期に予防

接種を受けられるよう計画すべき

だとしている。

両者は、医療機器や医薬品、個

人用防護具に加え、将来的にはワ

クチンの出荷が増加していく中で、

こういった船員の権利を保障して

いくことが、グローバルサプライ

チェーンの維持に繋がると強調し

た。
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